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１　前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３　組織及び業務調べ

４　職員の定員、現員調べ

当  該
年  度

26.4.1
現　在

当  該
年  度

26.4.1
現　在

当  該
年  度

26.4.1
現　在

当  該
年  度

26.4.1
現　在

定　　　　員 0 0 12 12 1 1 13 13

(　） （　） （　） （　） （　） （　） （　） （　）

0 0 12 12 1 1 13 13

過不足(△) 0 0 0 0 0 0 0 0

臨 時 職 員 0 0

非常勤職員 2 2 0 0 16 16 18 18
・事務員２名
・林業技術員１４名
・展示館管理人２名

５ 役付職員の調べ

年 月

2 2

1 2

1 2

備　　　考氏　　　　 名

（平成２７年６月１日現在）

谷口　公教

野間　修一

大西　良幸

 備　　考
      　  　種別

区分

現業職員  計

現　　　　員

（平成２７年４月１日現在）

事務職員 技術職員

森林管理研究室長

木材利用研究室長

在　職　期　間

場長

職　 　　　　　名

課　　　　名 係（担当）名 課　　の　　主　　な　　所　　掌　　事　　務

林業試験場

森林管理研究室

（１）森林施業及び森林経営に関すること。
（２）育林・育種に関すること。
（３）森林保護に関すること。
（４）林業機械に関すること。
（５）森林防災に関すること。
（６）特用林産に関すること。
（７）２１世紀の森の管理に関すること。
（８）その他森林管理に関すること。

木材利用研究室

（９）木材の加工・性能に関すること。
（１０）木材の保存処理に関すること。
（１１）未利用資源の有効利用に関すること。
（１２）その他木材利用に関すること。
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６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

（ア）目的

　ニホンジカの生息密度・生息域の増加に伴い、造林木への食害被害が多発している。
　シカの食害から造林木を確実に守るには、ツリーシェルターの設置が効果的である。
　ただし、ツリーシェルターは積雪地において設置すると雪圧害により抜けや破損が
生じることが報告されている。積雪地である本県でツリーシェルターを普及させるた
め、ツリーシェルターの耐雪性能を明らかするとともに、本県に適したツリーシェル
ターの改良・開発を行う。

ニホンジカによる造林
木への食害防止のため
の耐雪性ツリーシェル
ターの改良・開発

決算額
　      １,２４１千円

（財源内訳）

一般財源１,２４１千円
　

○将来ビジョン
３　鳥取県の豊かな恵
み・生活を守り次代へ
つなぐ

(１－４)地球環境の変
化に対応した農林水産
業・みどり豊かな森林
づくり

①設置限界を明らかにするため、実証試験の継続が必要。
②耐雪性能を向上させるため、支柱の強化による改良試験が必要。

　ツリーシェルターの耐雪性能を明らかにするため、気象台のデータを参考に、積雪深
の異なる５箇所の試験地を選定した。

イ　平成26年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　ツリーシェルターの耐雪性能を明らかにするため、５箇所の試験地において、異なる
５種類のツリーシェルター（図１）を設置し、一冬経過後の破損状況（図２）を調査し
た。総設置本数は575本。

ウ　成果

　①最深積雪深が２ｍを超える試験地でのツリーシェルターの損傷被害は、いずれのタ
イプでも80％を超えていた（表）。
ツリーシェルターの設置限界は最深積雪深が100～200cmの間と考えられる。
　②被害を受ける部位はツリーシェルターの種類により異なっていた。
　③共通被害は、支柱の破損で、被害を受けた支柱は再利用できない。

　成果の一部は、豪雪地帯林業技術開発協議会の機関紙「雪と造林」に投稿した。

エ　課　題
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６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

図１ 供試ツリーシェルターの概略図

表 積雪深が２ｍを超える試験地での被害状況

図２ １冬経過後の試験地の様子

【　最深積雪深　210㎝　】
（単位：％）

破損 変形 脱落 ズレ 破損 抜け 破損 脱落

A PP筒 87 27 84 4 4 70 0 3 3 97

B PE方形 100 0 33 0 13 100 13 0 0 100

C PEメッシュ 30 3 34 0 37 83 4 10 64 99

D PEネット 40 14 0 1 40 40 1 14 1 83

E PFネット 50 29 0 7 56 50 10 33 1 99

全体本体 支柱 結束具区分 倒伏

部材別の損傷状況

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ
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６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

スギ厚板耐力壁の性能
安定化技術の確立

決算額
              １，４７６千円

（財源内訳）

一般財源 １，４７６千円

○将来ビジョン
３　鳥取県の豊かな恵
み・生活を守り次代へ
つなぐ

（１－４）地域環境の変
化に対応した農林水産
業・みどり豊かな森林づ
くり

　（ア）目  的

　      試験場がこれまで取り組んできた耐力壁の活用を図るため、県産スギ厚板にダボをはめ
     込んだ耐力壁の性能（壁倍率）を安定化させる技術を確立し、耐力壁の大臣認定を取得す
     る。

　（イ）事業の実施状況

　　① スギ厚板の性能試験（要素試験）
　　　  専用の要素試験装置を製作し、スギ厚板の耐力性能を調べた。
　　② 実大壁試験
　　　  要素試験の結果を用い、実大の耐力壁を製作して試験を行い、性能の評価を行った。
 
　

イ　平成26年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

　      スギ厚板における材質と耐力性能の関係を明らかにし、密度で材料選別を行うことにより壁
     倍率を安定化させることを目標に取り組んだ。

エ　課　題
      引き続き要素試験を行い、壁材料の選別等仕様を決定し、壁性能の安定化を図る。

ウ　成  果
　（ア） スギ厚板の性能試験（要素試験）
　　　　 スギ厚板の密度が高くなるほど、最大荷重が大きくなる傾向がみられた。
          よって、スギ厚板を密度により選別することは、耐力壁の性能安定化に有効であると考えら
　　　れた。

　（イ） 実大壁試験
　　 ①スギ厚板を「高」「中上」「中下」「低」に区分し、それぞれ耐力壁を製作し試験を行った結果、
         壁倍率3.1～4.3であった。
　　 ②スギ厚板の密度は初期剛性と相関がみられた。

図 スギ厚板密度と最大荷重の関係写真 要素試験装置 写真 実大壁試験
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エ　課　題

県産スギ材の材質及び
強度に優れた品種の選
抜
決算額      ８０４千円

（財源内訳）
一般財源　 ８０４千円

○将来ビジョン
３　鳥取県の豊かな恵
み・生活を守り次代へつ
なぐ
（１－４）地域環境の変
化に対応した農林水産
業・みどり豊かな森林づ
くり

　（ア）目  的

　

　（イ）事業の実施状況

イ　平成26年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ　成  果

６　主な事業に関する調べ

事業名 概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要   

ア　目的及び事業の実施状況

生活様式の多様化、住宅の耐震性能への関心の高まりを受け、木材の曲げ強さに対する

ニーズが高まっているが、現行のスギ品種では２倍以上の強度の開きがあり対応できない。

このため、スギ精英樹や在来スギの強度性能を非破壊的に調査し、材質・強度に優れた品

種を確立して、植栽・育林経費の低減や高付加価値化により、森林所有者の再造林意欲を高

め、県産材の優位性確保を図る。

①現地調査における精度向上

従来の手法に比べて計測値のばらつきを 1/20に低減する計測手法(MM法)に加えて、更に

精度 向上を図ることの出来る直径補正手法を考案した。

②調査の実査と高強度個体の確保

県内の在来スギ林において、本方法による非破壊調査を実施し、強度性能の高い個体を

確保した。

① 直径補正の効果確認

MM法での調査結果を直径補正することで強度性能を高い精度で推定出来ることが判った

(図1)。

② 一般品種の調査実査

精英樹を含む県内の在来スギ林で延べ672本の立木を計測した結果、推定ヤング係数

9.5GPa以上の個体を22本確認し、19本を立木のまま確保した(図2)。
(ヤング係数…木材等の曲がりにくさを示す係数。数値が大きいほど曲げ強度性能が高い。)

他県等を含め、より広範囲で調査を実施し、直径補正効果の信頼性を高めた。

高い強度性能と優良な材質を有する個体をさらに見つけるために、引き続き在来スギ林での

調査を実施し、遺伝資源としてのバリエーションを充実させる。

図1 丸太のヤング係数と、従来手法や直径

補正後のMM法で算出した強度との関係
図2 立木調査で算出した強度分布

◇:MM法 y = 1.02x + 0.65 r = 0.93

＊:従来法 y = 0.77x + 2.17 r = 0.79
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学

　
ほ

か
非

常
勤

職
員

雇
用

保
険

料
（
本

人
負

担
1
6
0

8
9
,8

1
4

8
9
,8

1
4

1
7
3

2
5
3
,1

3
4

2
5
3
,1

3
4

0
0

1
7
5

4
,0

7
2
,1

3
4

4
,0

7
2
,1

3
4

0
0

雑
　

　
入

雑
　

　
入

合
　

　
計

不
納

欠
損

額

目
　

　
計

調
定

金
額

目
　

　
計

計
（
節

）
　

　

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

備
　

　
考

根
拠

法
令

名
等

森
林

総
合

研
究

所
受

託
事

業
収

入

収
入

済
額

収
入

未
済

額

計
（
節

）
　

　

森
林

総
合

研
究

所
受

託
事

業
収

入

件
数

収
　

　
　

入
　

　
　

科
　

　
　

目
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（
６

）
　

現
金

の
取

扱
状

況

　
　

　
ア

　
現

金
取

扱
状

況

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
単

位
：
円

）

1
6
7
,1

4
6

（
　

7
件

）

　
　

　
イ

　
つ

り
銭

の
状

況

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
）

無

９
　

収
入

未
済

額
調

べ
該

当
な

し

１
０

　
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
り

組
み

状
況

調
べ

該
当

な
し

１
１

　
不

納
欠

損
額

調
べ

該
当

な
し

１
２

　
負

担
金

、
交

付
金

及
び

委
託

料
支

出
状

況
調

べ

　
（
１

）
負

担
金

予
算

科
目

（
目

）
予

算
令

達
額

負
担

金
の

名
称

支
  
出

  
先

負
担

率
支

出
年

月
日

支
出

金
額

支
出

の
根

拠
法

令
名

等
（
規

約
、

要
綱

等
を

含
む

）
備

 考

(林
業

試
験

場
費

)
5
2
,0

0
0

新
規

該
当

な
し

新
規

以
外

の
も

の
5
2
,0

0
0

目
  

　
計

5
2
,0

0
0

合
  

　
計

5
2
,0

0
0

  
（
２

）
補

助
金

  
　

　
①

　
国

　
補

　
分

該
当

な
し

  
　

　
②

　
単

　
県

　
分

該
当

な
し

  
（
３

）
交

付
金

該
当

な
し

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

試
験

手
数

料
1
6
7
,1

4
6

収
入

科
目

（
節

）
収

　
入

　
済

　
額

備
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
考

林
業

試
験

場
手

数
料

（
平

成
2
7
年

５
月

３
１

日
現

在
）

（
単

位
：
円

）

0

合
　

　
　

　
　

計

つ
り

銭
の

有
無

つ
り

銭
の

額
（
円

）
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（
４

）
委

　
託

　
料

予
定

価
格

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

4
7
4
,0

0
0

（
Ｈ

2
4
.4

.1
）

4
1
5
,8

0
0

～
H

2
4
.4

.1
H

2
7
.3

.3
1

H
2
4
.3

2
8

（
免

除
）

Ｈ
2
6
.5

.7
外

（
Ｈ

2
6
.4

.1
）

4
1
9
,7

6
0

随
Ｈ

2
6
.5

.7
外

3
，

6
7
5
円

／
 

（
Ｈ

2
6
.4

.1
）

3
，

6
7
5
円

／
 

～
H

2
6
.4

.1
H

2
7
.3

.3
1

H
2
6
.3

.2
7

（
免

除
）

Ｈ
2
6
.5

.7
外

（
　

　
　

　
）

随
Ｈ

2
6
.5

.7
外

5
8
9
,6

8
0

（
Ｈ

2
6
.6

.2
0
）

5
8
9
,6

8
0

～
H

2
6
.6

.2
0

H
2
6
.7

.3
1

H
2
6
.6

.2
0

（
免

除
）

H
2
6
.7

.1
4

（
　

　
　

　
）

随
H

2
6
.7

.1
8

4
3
5
,3

2
0

（
Ｈ

2
6
.9

.1
9
）

4
1
0
,4

0
0

～
H

2
6
.9

.1
9

H
2
6
.1

0
.3

1
H

2
6
.9

.9
（
免

除
）

H
2
6
.1

0
.1

5

（
　

　
　

　
）

随
H

2
6
.1

0
.2

1

6
8
1
,0

0
0

（
Ｈ

2
6
.1

2
.3

）
6
8
0
,4

0
0

～
Ｈ

2
6
.1

2
.3

Ｈ
2
6
.1

2
.2

6
H

2
6
.1

2
.2

（
免

除
）

H
2
6
.1

2
.2

5

（
　

　
　

　
）

随
H

2
7
.1

.5

7
4
0
,8

8
0

（
Ｈ

2
7
.1

.1
3
）

7
2
9
,8

6
4

～
H

2
7
.1

.1
3

H
2
7
.3

.2
7

H
2
7
.1

.9
（
免

除
）

H
2
7
.3

.9

（
　

　
　

　
）

随
H

2
7
.3

.9

6
4
3
,0

0
0

（
Ｈ

2
6
.1

2
.3

）
6
4
2
,6

0
0

～
Ｈ

2
6
.1

2
.8

Ｈ
2
7
.3

.2
0

H
2
6
.1

2
.2

（
免

除
）

H
2
7
.3

.1
3

（
　

　
　

　
）

随
H

2
7
.3

.1
3

8
0
0
,0

0
0

（
Ｈ

2
7
.2

.1
8
）

7
9
9
 ,
2
0
0

～
Ｈ

2
7
.2

.1
8

Ｈ
2
7
.3

.2
7

Ｈ
2
7
.2

.1
3

（
免

除
）

H
2
7
.3

.1
3

（
　

　
　

　
）

随
H

2
7
.3

.1
3

 予
定

価
格

が
2
0
万

円
 未

満
の

も
の

1
,2

8
2
,0

7
0

目
　

　
　

計
5
,3

5
2
,3

7
4

合
　

　
　

計
5
,3

5
2
,3

7
4

5
8
9
,6

8
0

4
1
0
,4

0
0

6
8
0
,4

0
0

精 精 精

H
2
6
.8

.1
2

H
2
6
.1

1
.7

H
2
7
.1

.1
3

県
立

「
２

１
世

紀
の

森
」
維

持
管

理
作

業
（
第

1
回

）
業

務
委

託

県
立

「
２

１
世

紀
の

森
」
維

持
管

理
作

業
（
第

2
回

）
業

務
委

託

圧
力

容
器

点
検

及
び

整
備

業
務

委
託

智
頭

町
森

林
組

合

智
頭

町
森

林
組

合

岡
崎

機
械

（
株

）

林
業

試
験

場
費

林
業

試
験

場
費

林
業

試
験

場
費

単
県

単
県

単
県

小
型

強
度

試
験

機
保

守
点

検
及

び
校

正
業

務
委

託
鳥

取
科

学
器

械
（
株

）
精

H
2
7
.3

.2
0

7
2
9
,8

6
4

林
業

試
験

場
費

林
業

試
験

場
費

精

H
2
7
.3

.2
3

6
4
2
,6

0
0

Ａ
Ｌ

Ｓ
Ｏ

Ｋ
山

陰
（
株

）

（
財

）
鳥

取
市

環
境

事
業

公
社

庁
舎

警
備

業
務

委
託

実
大

試
験

機
及

び
パ

ネ
ル

強
度

試
験

機
点

検
整

備
業

務
委

託
鳥

取
科

学
器

械
（
株

）

林
業

試
験

場
費

単
県

単
県

プ
レ

ス
機

点
検

及
び

整
備

業
務

委
託

岡
崎

機
械

（
株

）

委
託

契
約

の
相

　
 手

　
 方

林
業

試
験

場
費

単
県

廃
棄

物
（
木

屑
）
収

集
運

搬
処

理
業

務
委

託

予
　

算
　

科
　

目

（
目

）

国
補

単
県

の
別

委
託

料
の

名
称

林
業

試
験

場
費

単
県

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
）
（
単

位
：
円

）

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約

契
約

期
間

完
　

 了
年

月
日

入
札

等
年

月
日

(契
約

保
証

金
納

付
等

年
月

日
)

履
行

検
査

年
　

月
　

日

契
約

期
間

Ｈ
2
6
.5

.1
4

外
7
5
,6

0
0

単
価

契
約

　
　

 変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )

備
 　

考
支

  
 出

年
月

日
金

  
 　

額

支
  

出
  

の
  

状
  

況

支
出

区
分

精

H
2
7
.3

.2
3

7
9
9
,2

0
0

単
県

精
債

務
負

担
行

為
1
4
2
,5

6
0

Ｈ
2
6
.5

.1
4

外

精
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１
３

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
起

工
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

 (
契

約
年

月
日

)
契

　
 約

　
 額

（
変

更
年

月
日

）
設

 　
計

 　
額

(契
約

年
月

日
)

契
 　

約
　

 額
契

約
形

態

（
H

2
6
.1

0
.1

0
 ）

（
H

2
6
.1

0
.2

4
 ）

H
2
6
.1

0
.2

4
H

2
6
.1

0
.2

3

4
9
0
,0

0
0

4
8
9
,5

6
4

～
H

2
7
.3

.2
7

(免
除

)
随

4
8
9
,5

5
4

4
8
9
,5

5
4

H
2
6
.1

1
.1

8

予
　

算
　

科
　

目
（
目

）
工

　
　

事
　

　
名

工
　

　
期

請
　

　
負

　
　

人
　

　
 変

 更
 契

 約
 （

 最
 終

 )

　
 当

　
　

初
　

　
契

　
　

約

国
補

単
県

の
別

工
　

　
期

合
　

　
　

計

目
　

　
　

計

林
業

試
験

場
費

単
県

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

入
札

年
月

日
(契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)

支
  

　
出

  
　

 状
　

  
況

備
 　

考
金

  
 　

額

変
　

　
　

更
（
 解

　
除

 ）
の

 理
 由

・
  

内
 容

実
地

完
成

年
月

日

検
　

 査
年

月
日

（
単

位
：
円

）

支 出 区 分 精 算

林
業

試
験

場
ツ

ツ
ジ

園
ガ

ー
ド

パ
イ

プ
設

置
工

事

年
月

日

（
H

2
6
.1

1
.2

8
 ）

（
有

）
河

原
工

業
4
8
9
,5

5
4

H
2
6
.1

1
.1

4
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１
４

　
財

産
に

関
す

る
調

べ

　
（
１

）
公

有
財

産

　
　

ア
　

土
　

地

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

計
2
6
7
,2

1
3
.2

4
0

0
0

2
6
7
,2

1
3
.2

4
0

増
加

H
H

減
少

H
H

計
0
.0

0
0

0
0

0
.0

0
0

合
計

2
6
7
,2

1
3
.2

4
0

0
0

2
6
7
,2

1
3
.2

4
0

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

2
9
.7

5
7
,3

5
9
,5

0
0

2
3
,9

1
3
,0

0
0

3
2
0
.8

0
2
3
,9

1
3
,0

0
0

8
.8

8
7
0
2
,1

0
0

ポ
ン

プ
室

〃
1
2
.6

6
1
,8

1
0
,5

0
0

1
2
.6

6
1
,8

1
0
,5

0
0

備
　

考

行
政

財
産

事
務

所
鳥

取
市

河
原

町
稲

常
１

１
３

1
,1

7
4
.9

8
2
0
2
,7

0
4
,8

2
4

1
,1

7
4
.9

8
2
0
2
,7

0
4
,8

2
4

プ
ロ

パ
ン

庫

行
政

・
普

通
財

産
の

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末

0
.0

0
0

　
　

イ
　

建
　

物

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

普
通

財
産

-
0
.0

0

行
政

・
普

通
財

産
の

区
分

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地

林
業

試
験

場
敷

地
鳥

取
市

河
原

町
稲

常
１

１
３

行
政

財
産

本
年

度
末

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

備
　

考

0

前
年

度
末

2
6
7
,2

1
3
.2

4
2
6
7
,2

1
3
.2

4

本
年

度
異

動
状

況

1
5
,8

8
6
,0

0
0

1
9
6
.0

0
車

庫
機

械
実

験
室

〃
1
9
6
.0

0
1
5
,8

8
6
,0

0
0

〃
8
.8

8

作
業

農
機

具
舎

〃
3
2
0
.8

0

7
0
2
,1

0
0

発
電

気
室

〃
2
9
.7

5
7
,3

5
9
,5

0
0
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面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
別

異
動

日
面

積
(㎡

）
価

額
（
円

）
増

減
理

由
登

記
年

月
日

　
面

積
（
㎡

）
価

額
（
円

）

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

増
加

H
H

減
少

H
H

計
3
,8

6
9
.0

5
5
9
9
,5

4
6
,9

0
2

0
0

3
,8

6
9
.0

5
5
9
9
,5

4
6
,9

0
2

増
加

H
H

減
少

H
H

計
0
.0

0
0

0
0

0
.0

0
0

合
計

3
,8

6
9
.0

5
5
9
9
,5

4
6
,9

0
2

0
0

3
,8

6
9
.0

5
5
9
9
,5

4
6
,9

0
2

野
鳥

等
自

然
観

察
施

設
1
6
.8

1
1
,6

5
3
,0

0
0

1
6
.8

1
1
,6

5
3
,0

0
0

〃

0
普

通
財

産
-

0
.0

0

少
量

危
険

物
保

管
庫

〃
6
.6

2
1
,9

3
4
,1

0
0

6
.6

2
1
,9

3
4
,1

0
0

苗
木

養
成

等
実

習
室

〃
9
6
.9

9
8
,8

9
7
,0

0
0

9
6
.9

9
8
,8

9
7
,0

0
0

森
林

学
習

展
示

館
〃

3
2
6
.0

0
3
5
,8

0
5
,2

2
6

3
2
6
.0

0
3
5
,8

0
5
,2

2
6

木
材

技
術

工
芸

実
習

館
〃

2
5
6
.2

5
3
0
,0

6
9
,6

8
2

2
5
6
.2

5
3
0
,0

6
9
,6

8
2

製
品

保
管

庫
〃

6
0
.0

0
4
,5

1
5
,0

0
0

6
0
.0

0
4
,5

1
5
,0

0
0

廃
液

保
管

庫
〃

9
.8

0
5
8
9
,0

5
0

9
.8

0
5
8
9
,0

5
0

木
材

加
工

研
究

棟
〃

9
3
6
.6

0
2
2
5
,2

2
3
,9

2
0

9
3
6
.6

0
2
2
5
,2

2
3
,9

2
0

便
所

〃
1
0
.2

1
1
,2

5
0
,0

0
0

1
0
.2

1
1
,2

5
0
,0

0
0

堆
肥

舎
〃

5
0
.0

0
3
,1

5
2
,0

0
0

5
0
.0

0
3
,1

5
2
,0

0
0

機
械

室
〃

1
2
.0

0
5
,1

1
5
,0

0
0

1
2
.0

0
5
,1

1
5
,0

0
0

温
室

〃
1
0
0
.3

0
1
1
,4

1
4
,0

0
0

1
0
0
.3

0

ガ
ラ

ス
室

〃
1
9
4
.4

0
1
1
,3

4
8
,0

0
0

1
9
4
.4

0
1
1
,3

4
8
,0

0
0

5
0
.0

0
6
,2

0
5
,0

0
0

5
0
.0

0
6
,2

0
5
,0

0
0

1
1
,4

1
4
,0

0
0

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

行
政

財
産

施
設

名
等

所
　

　
在

　
　

地
前

年
度

末
本

年
度

異
動

状
況

本
年

度
末

備
　

考

昆
虫

飼
育

棟
鳥

取
市

河
原

町
稲

常
１

１
３
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　ウ　山　林 該当なし

　エ　動　産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 該当なし

　オ　物　権 該当なし

　カ　無体財産権（特許権、著作券、商標権、実用新案件等） 該当なし

　　（ア）　異動状況

　　（イ）　出願及び登録の状況

　　（ウ）　活用の状況

　キ　有価証券 該当なし

 (２) 金券類の受払状況

ア　金券の受払状況

郵便切手及び郵便はがき

収入印紙 

収入証紙

タクシークーポン券

鉄道プリペードカード

合　　計

イ　タクシーチケットの受払状況 該当なし

36,700 117,314 103,923 50,091

種　　別
本　　年　　度　　中

購入額 使用額
前年度末

円 円 円

36,700 117,314

0 0

103,923

0

（平成２７年５月３１日現在）

50,091

0

備　　　考本年度末

円

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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１
５

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ

　
（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

電
力

供
給

年
額

施
設

設
置

 3
4
,5

0
0

3
4
,5

0
0

月
額

・
年

額

免
除

年
額

6
7
2

6
7
2

計
3
5
,1

7
2

月
額

・
年

額

計

合
計

3
5
,1

7
2

　
　

イ
　

建
　

　
物

該
当

な
し

　
（
２

）
　

物
　

品
該

当
な

し

１
６

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

該
当

な
し

１
７

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ

　
（
１

）
　

職
員

住
宅

該
当

な
し

　
　

ア
　

管
理

状
況

　
　

イ
　

異
動

状
況

鳥
取

市
河

原
町

稲
常

１
１

３
H

2
3
.1

0
.1

～
Ｈ

2
8
.3

.3
1

鳥
取

市
緑

ヶ
丘

2
丁

目
６

６
７

－
１

４ 　
（
株

）
戸

信

普
通

財
産

該
当

な
し

鳥
取

市
河

原
町

稲
常

１
１

３

２
㎡

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
付

（
使

用
）
料

　
（
円

）

H
2
2
.4

.1
H

1
2
.4

.1

行
政

財
産

3
8
.4

9
㎡

自
動

販
売

機

H
2
2
.4

.1
～

Ｈ
2
7
.3

.3
1

鳥
取

市
新

品
治

町
１

－
６

　
中

国
電

力
（
株

）
鳥

取
営

業
所

H
2
2
.4

.1
H

1
3
.1

.3
1

鳥
取

市
尚

徳
町

１
１

６
　

鳥
取

市

H
2
3
.1

0
.1

H
2
3
.1

0
.1

（
平

成
２

７
年

５
月

３
１

日
現

在
）

備
　

考

鳥
取

市
河

原
町

稲
常

１
１

３

コ
ン

ク
リ

ー
ト

柱
９

本
支

柱
１

本
支

線
１

３
条

公
共

下
水

路
設

置

H
2
2
.4

.1
～

Ｈ
2
7
.3

.3
1

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

14



　
（
２

）
　

職
員

駐
車

場

　
　

　
ア

　
管

理
状

況

　
　

　
イ

　
異

動
状

況

う
ち

減
免

う
ち

減
免

う
ち

減
免

人
人

人
人

人
人

人
円

４
月

2
7

2
7

2
7
,0

0
0

５
月

2
7

2
7

2
7
,0

0
0

６
月

2
7

2
2
9

2
9
,0

0
0

７
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

８
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

９
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

1
0
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

1
1
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

1
2
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

１
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

２
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

３
月

2
9

2
9

2
9
,0

0
0

円
円

3
4
4
,0

0
0

3
4
4
,0

0
0

収
入

未
済

額
調

 定
 額

収
入

済
額

(行
政

・
普

通
財

産
）

月
  
別

前
月

末
当

月
減

当
月

増
当

月
末

普
通

財
産

貸
付

（
使

用
）
料

（
月

額
）

（
㎡

）
(円

）

行
政

財
産

林
業

試
験

場
（
鳥

取
市

河
原

町
稲

常
１

１
３

）
1
2
.5

1
,0

0
0

財
産

の
区

分
所

　
　

在
　

　
地

１
 区

 画
 の

 面
 積

合
　

計
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１８　自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

１９　寄附物件の受納状況調べ 該当なし

品　　　名

（規格・銘柄）
売払棄
却の別

売払方法・
棄却理由

処分
年月日

処分費用

年 円 円

GIS関連機器 1 H15.9.18 15 2,730,000 H26.9.19 更新購入 棄却
旧型のため使
用・修理不能

H26.11.17
16,657

雨量観測装置 1 H8.6.7 15 185,400 H26.9.19 使用不能 棄却
使用・修理不
能

H26.9.26
0 小型破砕ゴミ

画像解析装置 1 H7.10.20 5 11,288,800 H27.1.26 更新購入 棄却
旧型のため使
用・修理不能

H27.2.19
9,098

電子天秤 1 H7.10.20 15 545,900 H26.10.16 更新購入 棄却
旧型のため使
用・修理不能

H26.11.17
1,537

合　　計 4 14,750,100 27,292

２１　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

照合年月日

２０　備品の処分状況調べ

数量
(保管換年月日)

取得年月日
耐用
年数

（平成２７年５月３１日現在）

２６年１０月１０日
～

２６年１２月１５日

現物確認できなかった物品

・　有　　　　　・　無

不用決定
年月日

個　　数

備　　考

現物が確認できなかった物品名

取得価格
不用とす
る理由

処　　　　　　分

(１)　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

(2)  物品の照合
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２２ 事業別予算執行状況調べ 

 

目  名 環境保全費                                     （平成27年5月31日現在） 

             

事 業 名 

 

 

事業の概要（目的、実績等） 

 

     

酸性雨調査事業 

 

■森林のモニタリングにより森林植生の変化を調査し、酸性雨等による森林への

影響を把握するため。 

■大山隠岐国立公園内のブナ・カエデ類を主とする天然林で、樹木衰退度調査を

行った結果、酸性雨による被害は認められなかったが、折損や虫による葉の食害

が一部でみられた。 

 

目  名 森林病害虫防除費                                     

             

事 業 名 

    

 

事業の概要（目的、実績等） 

 

     

松くい虫等防除事業 

 

     

■マツノマダラカミキリの発生予察、薬剤による被害防止効果等の調査に要する

経費 

 

■林業試験場構内及び八頭町に網室を設置し、網室内の松くい虫被害丸太から脱

出するマツノマダラカミキリの時期、頭数を調べた。その結果、林業試験場構内

の発生初期（5％脱出日）は平年に比べ3～4日早かったが、才代400mの発生初期、

全地点の発生最盛期（50％脱出日）及び発生終期（95％脱出日）は平年に比べ2

～8日遅く、全体的に平年より遅い傾向がみられた。これは、6月中旬～7月中旬に

かけて梅雨の降雨が続いたため、マツノマダラカミキリの成育が妨げられ、その

後の成虫の発生に影響を与えたものと推察された。 

■薬剤の空中散布区と無散布区を比較した結果、散布区は単木被害であったのに

対して、無散布区では集団被害が認められ、散布効果が認められた。 

 

 

 

目  名 造林費                                   

             

事 業 名 

    

 

事業の概要（目的、実績等） 

 

     

樹苗養成事業 

■抵抗性クロマツ、少花粉スギ等採種園造成用の接木苗購入等に要する経費 

■マツノザイセンチュウ抵抗性クロマツ1系統5本、少花粉スギ2系統11本、少花粉

ヒノキ3系統30本、合計46本を購入し、林業試験場ガラス室等で育苗中。 
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２２ 事業別予算執行状況調べ 

 

目  名 道路橋りょう維持費                                     （平成27年5月31日現在） 

             

事 業 名 

    

 

事業の概要（目的、実績等） 

 

県産木材率先活用のた

めの防護柵等点検診断

事業（道路版）  

（目的） 

公共事業において、県産木材利用製品の劣化等に対する点検、診断を行うこと

により、安心して県産木材を利用したガードレールや転落防止柵等を活用できる

体制を整備する。 

（実績） 

○前年度に調査を行っていない県下５カ所で劣化診断調査を実施した。 

○県下５カ所で現地強度試験を実施。劣化施設の残存強度を分析するとともに、

維持管理基準（案）及び点検手法（案）を提示した。 

○試験内容及び結果について、日本木材学会及び日本木材保存協会で発表した。 

 

 

目  名 林業試験場費                                          

             

事 業 名 

 

 

事業の概要（目的、実績等） 

 

     

林業試験場ふれあい集

う試験場発見事業 

 

■開かれた試験研究機関、森林・林業・木材産業分野の研究及び技術支援の拠点

として、研究成果を速やかに情報発信する。また、フォーラムや体験学習などを

通して、県民の皆様に森林・林業・木材に対する理解を深めて頂く。 

■平成26年8月2日に森のいろは塾を開催し、親子184名が参加し森林・木材などに

ついての知識を広めた。また、11月29日には森林・林業・木材フォーラムを倉吉

未来中心で開催し、試験研究成果の普及を実施した。その他、各種イベントに参

加し、研究成果のパネル展示等を実施し技術の普及を行った。 

     

林業試験場施設整備費 

 

本館（昭和５５年４月建築）（階数２構・造ＲＣ造・延べ面積１１７４．９８ ） 

築３３年経過しており給水管が経年劣化しているため改修工事を行った。 
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２３ 農業機械の管理状況                           （平成27年5月31日現在） 

 

品    名 

 

型  式 

及  び 

規  格 

取 得 

    

年月日 

      

用   

途 

 

稼 動 

日 数 

日 

燃    料 修繕費等 

 

円 

左の主な内容 

 

円 

 

備 

考 

 

消費量 

 

金  額 

円 

トラクター ヤンマー 

AF22XY55DB 

  

H16  

 6.10 

 

耕耘、他

    

   

   

  7  

 

   30 

  

    

  3,851 

        

0 

            

  

圃場内運搬機 カワシマ 

AC19D 

H24 

 5.15 

 

運搬 

 

83 

 

61 

 

 

9,068 

 

0 

  

圃場内運搬機 カワシマ 

AC19D-4WD 

H25 

 5.27 

 

運搬 

 

 79 

 

59 

 

8,772 

 

0 

  

５N－SPフォー

クリフト 

トヨタ 

6FD30 

H7 

10.20 

 

木材運搬 

 

 

155 

 

 

120 

 

 

16,048 

 

81,108 

自主検査及び修繕  

 45,360 

エンジン始動不良修理 

8,748 

タイヤ脱着交換1本 

27,000 

 

 

 

林内作業車 

ｾｲﾚｲ工業 

ﾏｳﾝﾄﾎｰｽSCD11

W 

H13 

7.13 

 

木材運搬 

 

13 

 

5 

 

642 

 

143,154 

部品交換 

48,384 

ツリサゲポール取替 

61,096 

ウインチミッション分解 

33,674 

 

          

計      38,381 224,262   

   

 

 

２４ 生産物（品）に関する調べ                                                   該当なし 
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２５ 試験研究調査事業別実施状況調べ                  （平成 27 年 3 月 31 日現在） 

事 業 名 木質バイオマスとしての林地残材の

搬出利用に関する実証試験 

 担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間    26年度 

        ～27年度 

(予算額) 

支出済額 

       （１，０７３，０００円） 

７４８，８８０円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

林内に残置さ

れている林地

残材を、木質バ

イオマスエネ

ルギー資源と

して有効利用

するため、林地

残材の搬出方

法、集積・運搬

コスト、作業時

の問題点につ

いて検証し、効

率的な搬出利

用の促進に必

要な現地実証

を行う。 

（単） 

【調査】 

八頭郡若桜

町 

1箇所 

 

①人力による林地残材の

搬出から薪までの工程調

査及びコスト算出。 

 

②未利用材のチップ化に

ついての工程及びコスト

算出。 

 

（成果） 

①人力による薪作り 

工程調査結果から算出したコストは薪1束

(7.7kg)当たり、搬出147円、薪割83円、結

束106円、計336円となった。結束コストが

予想以上にかかっている。 

伐採後2年程度経過した材でも燃料として

使用するには含水率が高いため乾燥が必

要。 

 

②チップ化 

若桜町が導入したチッパーを使用した工程

調査からコストを算出した。原木換算体積

はチップ化により2～3倍増、コストはチッ

プ1m3当たり500円、原木1m3当たり1,000～

1,500円となった。 

（課題） 

林地残材を燃料として使用する場合、含

水率が重要であるため、材の水分調整につ

いて検討する必要がある。 
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事 業 名 長伐期施業に対応した列状間伐技術

の確立 

 担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   26年度 

        ～28年度 

(予算額) 

支出済額 

     （１，３５６，８９２円） 

１，１０６，４０４円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

列状間伐によ

る樹木成長、森

林の持つ公益

的機能への影

響、コスト縮減

効果、問題点を

明らかにする。 

（単） 

【調査】 

鳥取市河原 

鳥取市佐治 

八頭郡智頭

町 

 

5箇所 

面積 

5.00ha 

 

 

①行程調査 

列状伐採における、選木、

伐採、集材までの行程調査

を行う。 

 

②工程の解析 

行程調査結果の解析を行

い列状間伐の利点と問題

点を明らかにする。 

 

（成果） 

①工程調査 

  面積2.0ha2箇所の列状間伐の行程調査を

行った。列状間伐においてはかかり木の少

なさと処理の容易さから伐採時の安全性の

面で、有利であった。 

②工程の解析 

伐採木の搬出については伐採木を全て搬出

できることと、残存木を傷つけないことが

利点であった。的確な運用を行えば高性能

林業機械の効率化に有効であった。列状間

伐においては、列幅、列間隔、列延長、列

の方向を決定する作業が重要である。 

（課題） 

  列状間伐における間伐効果を検証する必

要がある。   

列状伐採の不利な点も明らかにし、適地

に普及する必要がある。 
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事 業 名 低コスト再造林・保育技術の確立  担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   26年度 

        ～30年度 

(予算額) 

支出済額 

（５５０，０００円） 

４１５，４２０円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

適切な拡大再

造林を進める

ために造林・保

育経費のコス

ト低減・作業軽

減の効果、植栽

木への影響を

検証し、低コス

ト再造林技術

を確立する。

（単） 

 

【調査】 

日野郡日南

町 

岩美郡岩美

町 

2箇所 

スギ1年生 

A=1.75ha 

スギ2年生 

A=0.63ha 

 

①下刈作業の検証 

従来どおりの地際まで刈

り払う方法と植栽木の高

さの1/2程度まで刈り払う

方法で行程調査を行い、コ

スト縮減の効果を検証す

る。 

 

②植栽木への影響 

刈り払い方法の異なる植

栽木の成長量の調査を行

い刈り払い方法の違いが

植栽木に与える影響を検

証する。 

 

（成果） 

①下刈作業の検証 

全刈りとは従来下刈の行程調査を行った結

果、高刈りは全刈りより効率が良い結果と

なった。刃の損耗状況や、作業員の感想か

ら高刈りは人、機械の両面で負担が軽減さ

れている。 

②植栽木への影響 

下刈方法の違いによる、植栽木の成長への

影響については大きな違いは見られなかっ

た。  下刈後の植生の回復状況については、

全刈りは刈り払い前に目立たなかった種が

繁茂し始めたが下刈作業後1ヶ月程度で全

刈り、高刈りの差が見られなく程度まで回

復した。 

（課題） 

下刈の行程調査の精度を上げる必要があ

る。 

植栽木への影響調査は、継続して行わなけ

ればならない。 

  

事 業 名 

 

シカによる造林木への食害防止のた

めの耐雪性ツリーシェルターの改

良・開発 

 担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   ２６年度 

        ～ ２８年度 

(予算額) 

支出済額 

     （１，５０６，０００円）  

１，２４０，８７８円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

シカの食害か

ら造林木を確

実に守るため、

市販されてい

るﾂﾘｰｼｪﾙﾀｰの

耐雪性能を明

らかにし、本県

に適したツリ

ーシェルター

の改良・開発を

行う。（単） 

鳥取市用瀬

町 

若桜町 

岩美町 

三朝町 

日南町 

ツリーシ

ェルター 

575本 

5試験地 

ツリーシェルターの耐雪

性能を明らかにする 

（成果） 

「６ 主な事業に関する調べ」に記載  

（課題） 

「６ 主な事業に関する調べ」に記載  
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事 業 名 ナラ枯れ被害先端地域における効率

的防除技術の確立 

 担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   ２６年度 

        ～ ２８年度 

(予算額) 

支出済額 

     （６４５，０００円） 

４８５，１４７円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

被害先端地に

おいてカシナ

ガを効率よく

確実に駆除す

る技術を確立

する。（単） 

大山町、琴

浦町、三朝

町 

 

 

 

 

 

 

ナラ枯れ

被害木根

株20株、被

害木等73

本、モニタ

リング木

約400本 

 

 

 

①防除技術の確立 

ナラ枯れ被害木からの

カシナガの脱出を防止す

るため、「被害枯死木」根

株に防草シート被覆、「穿

入生存木」樹幹にビニール

被覆を行い、カシナガ脱出

防止効果を検証する。 

②モニタリング調査 

大山周辺のナラ枯れ被

害動向を早期に把握する

ため、西部農林局と連携し

粘着シートを用いたモニ

タリング調査を行う（40

箇所）。 

（成果） 

①防除技術の確立 

・根株にシート被覆したものは、カシナガ

脱出防止に一定の効果が確認できた。ただ

し激害地などカシナガ穿入数が多い場合

は、多数のカシナガが脱出し周囲に拡がる

恐れがある。 

・ビニール巻きをしたものは、カシナガ脱

出に一定の効果が確認できた。ただし大径

木などカシナガ穿入数が多い場合は、多数

のカシナガが脱出し周囲に拡がる恐れがあ

る。 

・厚さ0.1mmのビニール部分からはカシナガ

の脱出がみられなかったことから、根株や

立木全面にビニール被覆することで、防除

効果を上げることができる可能性がある。 

②モニタリング調査 

前年のナラ枯れ被害発生地では、翌年も

カシナガの生息密度が高く、継続的な防除

が必要と考えられた。 

 

（課題） 

 効果的な防除技術の確立のため、殺菌・

殺虫剤とビニール巻きの併用処理の効果に

ついて検証する。 
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事 業 名 スギ人工林の品質向上に関する施業

技術の確立 

 担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   ２２年度 

        ～ ２６年度 

(予算額) 

支出済額 

     （４６８，０００円） 

３１３，９８７円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

スギ立木の強

度性能の推定

法並びに人為

による心材増

加法を提案し、

材の付加価値

を高める 

 (単) 

若桜町、林

業試験場 

 

 

 

 

 

○ミクロ

フィブリ

ル傾角（M

FA）・材強

度試料15

本 

○成長錐

片試料30

個 

①若桜町糸白見に植栽さ

れているオキノヤマスギ

から円盤を採取し、MFA移

行齢及び安定角度を明ら

かにするとともに、実大試

験を行い、材強度を調査す

る。 

②枝打ち強度の異なる試

験木の、枝打ち後４年目の

心材形成量を調査する。 

（成果） 

①成熟齢は個体により異なっていたが、MF

Aの安定角度は15個体中14個体が10度以下

という非常に低い値であり、オキノヤマス

ギはMFAの安定角度に優れた集団であった。

また、試験によって得られた曲げヤング係

数を用いて機械等級区分を行ったところ、

ほとんどがE90を占めており、ヒノキに近い

強度性能であることが明らかになった。 

②心材増加率は、枝打ち強度が増すほど高

くなる傾向がみられ、樹冠長率20%の強度枝

打ち区は、対照区（無枝打ち）の2倍程度の

心材増加率を示した。 

 

（課題） 

 研究成果に繋がる情報資料の提供、講習

会等により、現場での普及が必要である。 

   

 

事 業 名 林木品種改良事業  担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   ２６年度 

        ～  年度 

(予算額) 

支出済額 

     ( １１７，０００ 円) 

     ４８，２９０円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

林業種苗法に

基づき主要造

林樹種の品種

改良を行う。

（単） 

県内一円 

 

 

 

 

 

スギ１箇

所1.5ha 

設定から40年目の次代検

定林スギ１箇所の定期調

査を行う。 

 

（成果） 

品種毎に樹高、胸高直径を調査し、育種

母材の特徴を明らかにした。 

（課題） 

 検定林は地権者との信頼関係に基づき継

続調査が可能になっているが、伐採に係る

制約は無く施業は地権者に委ねられてい

る。したがって、定期に施業計画を把握す

る仕組みづくりが必要である。 
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事 業 名 地下流水音探査法を用いた効果的山

地災害対策のための技術開発 

 担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   ２４年度 

        ～ ２８年度 

(予算額) 

支出済額 

        (９１０，０００円) 

９１０，０００円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

山地災害発生

の防止及び安

全で低コスト

な道づくりを

推進するため、

地下流水音探

査法による山

地危険箇所判

定技術を開発

する。（委） 

【調査】 

倉吉市関金

町 

三朝町 

江府町 

 

３箇所 ①ＧＩＳを用いた広範囲

を対象とする危険地の抽

出方法を検討する。 

②ＧＩＳで抽出した危険

地と現地地形との適合状

況や地下流水音調査を行

い、危険度判定の基礎デー

タを収集。 

（成果） 

①10mDEM及び2mDEMを用いて鳥取県内の危

険地判読図を作成。 

②判読図により地すべり地形を抽出し、地

下流水音探査法を実施したところ、側方崖

及び地すべりブロック中央部分で水音が大

きくなる傾向があり、湧水や崩壊が発生し

ていた。 

（課題） 

研究成果に繋がる情報資料の提供、講習会

等により、現場での普及が必要である。 

 
 
 

事 業 名 ハイブリッド無花粉スギの創出  担当室別 森林管理研究室 

実施計画期間 

 

   ２４年度 

        ～ ３３年度 

(予算額) 

支出済額 

     ( ６１８，０００円) 

５３７，９４５円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

無花粉及び有

用形質の両方

を併せ持つ付

加価値の高い

スギ造林品種

を開発する。

（単） 

林業試験場 

 

 

 

 

 

スギ苗木

約3，000

本 

 

 

①県内スギの中から無花

粉遺伝子を保有する個体

を探索する。 

②成長性の優れた精英樹、

スギカミキリに強い品種、

雪に強い品種、強度が優れ

た品種など、有用形質を持

った県内スギと無花粉ス

ギを人工交配し、F1苗木を

作出する。 

（成果） 

①スギ精英樹3クローン、天然スギ7クロー

ン、計10クローンは無花粉遺伝子を保有し

ていないことが明らかになった。 

②精英樹32家系、スギカミキリ抵抗性品種3

家系、耐雪性品種1家系、天然スギ19家系、

合計55家系の無花粉遺伝子を保有するF1苗

木を育苗中である。 

（課題） 

 F2苗木を作出するには、F1苗木同士及び、

F1苗木と無花粉遺伝子保有スギ苗木との交

配組み合わせが1，640通りあるので、交配

に用いる品種の絞り込みが必要と考えられ

る。 
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事 業 名 製材JASに対応した県産材天然乾燥

技術の確立 

 担当室別 木材利用研究室 

実施計画期間 

 

 ２６ 年度 

        ～ ２８ 年度 

(予算額) 

支出済額 

     （１，００８，０００円） 

９７２，４３７円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

・製材所の天然

乾燥ＪＡＳの

取得促進 

・県産製材品の

品質向上と信

頼性の向上 

・木造建築など

への利用拡大 

(単) 

林業試験場 

 

 

 

 

 

 

 

県産スギ

及びヒノ

キ製材品 

９種 

計 

（４ｍ長） 

９０本 

 

 

 

 

各種製材品の季節毎の

乾燥過程を調査し、含水率

を効率よく低下させ、併せ

て表面割れ抑制効果のあ

る方法を探る。 

 

 

 

（成果） 

 ９種類の製材品を同条件で桟積みした４

群を遮光率が異なる環境下に設置し、乾燥

期間、表面割れ発生度等を比較検証したと

ころ、下記のことが判明した。 

・スギ１３５正角で約６ヶ月、スギ１３５

 ２５５平角で約８ヶ月、天乾すれば含水

率を２５％まで低下させることが可能。 

・遮光率と含水率低減過程・割れの発生度・

材の収縮度に関連は見られなかった。 

・カビの発生は、高い遮光率のネットほど 

抑制されたが、この原因として雨などの水

分の付着量の減少が考えられた。 

（課題） 

上記の成果は夏季開始分であるが、冬期

に同条件で開始した試験を継続し、季節毎

の違いがあるか比較・検証する。 

 併せて自然エネルギーを積極的に活用し

て乾燥時間の短縮と品質の向上を図る方法

を見いだすことが必要。（簡易ビニールハ

ウス、ソーラーファン等） 
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事 業 名 スギ厚板耐力壁の性能安定化技術の 

確立 

 担当室別 木材利用研究室 

実施計画期間 

 

   ２６年度 

        ～ ２７年度 

(予算額) 

支出済額 

     （１，５３０，０００円） 

１，４７５，７０２円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

  県産スギ厚

板にダボをは

め込んだ耐力

壁の性能（壁倍

率）を安定化さ

せる技術を確

立し、耐力壁の

大臣認定を取

得する。（単） 

林業試験場 

 

 

 

 

 

 

県産スギ

厚板等 

 

スギ厚板における材質と

耐力性能の関係を明らか

にし、密度で材料選別を行

うことによる壁倍率を安

定化に取り組んだ。    

（成果） 

「６ 主な事業に関する調べ」に記載 

（課題） 

 「６ 主な事業に関する調べ」に記載 

 
 

事 業 名 県産スギ材の材質及び強度に優れた

品種の選抜 

 担当室別 木材利用研究室 

実施計画期間 

 

   ２３年度 

        ～ ２７年度 

(予算額) 

支出済額 

      （９８０，０００円） 

８０３，８５０円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

  成長・形質・

強度に優れた

スギ品種を選

抜し、県産スギ

品種の付加価

値向上を目指

す。（単） 

林業試験場 

 

 

 

 

 

 

県内のス

ギ一般林

(天然林を

含む県市

町村有林) 

 

県下一円で現地調査を展

開するとともに、立木での

非破壊調査精度を向上さ

せるため、一部を伐採し強

度性能を確認する。    

（成果） 

「６ 主な事業に関する調べ」に記載 

（課題） 

 「６ 主な事業に関する調べ」に記載 
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事 業 名 スギ一般大径材を活かした新たな芯

去り製品の開発 

 担当室別 木材利用研究室 

実施計画期間 

 

 ２５ 年度 

        ～ ２９ 年度 

(予算額) 

支出済額 

   （１，３３７，０００円） 

     １，１３２，０３２円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

スギ一般大径

材の新たな利

用技術を開発

し、原木価格の

向上と利用拡

大を図る 

(単) 

林業試験場 

 

 

 

 

 

 

 

県産スギ

芯去り平

角材 

 

 

 

 

 

[人工乾燥試験] 

できるだけ短い乾燥時間

で品質良く仕上げる 

[反り矯正試験] 

反りの矯正方法検討し、歩

止まりの向上を図る 

[強度試験] 

心去り平角材の強度性能

データを充実させ、建築・

設計の基礎資料とする 

[品質評価] 

心去り平角材の品質把握

と品質影響を与える因子

を分析する 

（成果） 

[人工乾燥試験] 

 人工乾燥の前処理として天然乾燥を行

い、人工乾燥前含水率を30～40%まで下げて

おけば、4～5日程度の短い乾燥時間でもJA

Sの乾燥材基準をクリアできることが分か

った。 

[反り矯正試験] 

 人工乾燥において蒸煮時間や乾燥時間を

長めにとることにより、反りの矯正効果が

得られる可能性が示唆された。 

[強度試験] 

 曲げ試験を実施し、強度性能データを集

積中。これまでのところ、一般的な県産平

角（心持ち）材と同等の性能が得られてい

る。また、心去り材特有の断面の大きな節

の影響は、確認されていない。 

[品質評価] 

 JASの目視等級により分類を行ったが、今

回低級材に分類されるものは、節の評価が

影響していた。 

（課題） 

[人工乾燥試験] 

高含水率材の人工乾燥スケジュールが未

確定。初期含水率に応じた乾燥スケジュー

ルが必要 

[反り矯正試験] 

 人工乾燥時間が長時間になった場合の乾

燥応力による反りを矯正できるか検証が必

要 

[強度試験] 

 強度性能データの充実 

[品質評価] 

 強度性能に影響及ぼす因子の検証 

 木取り・製材方法の検証 
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事 業 名 小幅板（こはばいた）のクロスパネ

ル化による新たな利用価値の創出 

 担当室別 木材利用研究室 

実施計画期間 

 

 ２５ 年度 

        ～ ２９ 年度 

(予算額) 

支出済額 

      （３，６５６，２００円） 

       ３，５７８，７８６円 

 

試 験 研 究 

調査の目的 

 

試験研究調 

査を行う場 

所     

 

試験研究 

調 査 の 

対象・数 

量・範囲 

 

本年度の試験研究 

調 査 等 の 目 標 

 

 

試験研究調査の成果・課題 

 

 

・県産材の利用

拡大 

・県内木材業界

の技術向上 

 

(単)  

林業試験場 

 

 

 

 

 

 

 

県産スギ

小幅板（約

1,000枚） 

3層クロス

パネル（2

5枚） 

県内製材

工場、協同

組合レン

グス 

 

 

 

価格が低迷している小

幅板（こはばいた）に新た

な価値を付与するため、こ

れを用いた3層クロスパネ

ルを県内の製材工場と連

携し開発する。これまでよ

りもスリム・軽量にするた

め、厚さ24mmの製品に仕上

げ、住宅用面材・家具等で

の需要開拓につなげる。 

 

 

 

（成果） 

・12mm厚さの小幅板の天然乾燥試験を行い、

夏季で1～2週間、冬季でも40日程度で重さ

が一定になった。 

・小幅板の曲げヤング係数を測定した。ば

らつきが大きいため、構造用として利用す

る場合は選別が必要。 

・3層クロスパネルを試作し曲げ性能を計

測。縦方向と横方向の強度性能の違いを確

認。 

・製品化としてパーティションを試作した

が、暖房による乾燥割れが多数発生した。 

（課題）製品化のためには割れの発生を抑

えることが必要。人工乾燥スケジュールや

接着の変更、収縮率の低い材の使用などで

改善を図りたい。 

国産材を用い

た新たなクロ

スラミナパネ

ル（ＣＬＴ）を

大型木造建築

物に用いるた

め、JAS 規格等

により求めら

れる性能を確

保する技術の

開発 

（委） 

林業試験場

構内及び産

業技術セン

ター（若葉

台） 

スギ・ヒノ

キ材 

接着性能評価技術の高度

化として、室内と室外の温

湿度環境などの違いで生

じる寸法変化（反り）を把

握する試験を実施 

（成果） 

異樹種構成（ヒノキを最外層、スギを直

交層と内層に配置）のＣＬＴの、強軸およ

び弱軸方向の試験体（長さ 2m）を二室型環

境試験機に設置し、表裏面を異なる温湿度

で一定期間暴露した。反りは増加傾向を示

したが、昨年度実施したスギ試験体よりも

少ない反り量であった。 

 

（課題） 

試験装置の制約上、寸法の小さな試験体

で実施しているが、測定精度を検証するた

めにも、何らかの方法により実物に近い大

きさのＣＬＴで反り発生の傾向を把握する

必要がある。 
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